
 

 
 

 

＜病院事業＞ 

○ 公立病院の経営状況（平成 30年度決算）･････････････････････････････････P1 

○ 公立病院損益収支の状況（出典：地方公営企業決算統計）･･････････････････P2 

○ 地域医療構想について･･････････････････････････････････････････････････P3 

○ 病床機能ごとの病床数の推移････････････････････････････････････････････P4 

○ 経済財政運営と改革の基本方針2019（抜粋）･･････････････････････････････P5 

○ 地域医療構想の取組の推進について（通知）･･････････････････････････････P6 

○ 地域医療確保に関する国と地方の協議の場について････････････････････････P7 

○ 新公立病院改革ガイドライン（通知）････････････････････････････････････P8 

○ 再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備に係る地方財政措置･･････････P9 

○ 令和２年度 公立病院の財政措置の見直し････････････････････････････････P10 
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＜下水道事業＞ 

○ 下水道事業の持続的な経営の確保のための方針（事務連絡）････････････････P11 

○ 広域化・共同化計画の策定要請･･････････････････････････････････････････P12 

○ 下水道事業の広域化・共同化に係る地方財政措置の拡充････････････････････P13 

○ 下水道事業における広域化等････････････････････････････････････････････P14 

○  公営企業改革（下水道事業）①･･････････････････････････････････････････P15 

○  公営企業改革（下水道事業）②･･････････････････････････････････････････P16 

○ 今後の下水道事業における検討課題（下水道財政のあり方に関する研究会）･･P17 

＜その他の事業＞ 

○ 観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスク限定について････････P18 

○ 宅地造成事業の概要と経営健全化に向けた取組････････････････････････････P19 



○ 「公立病院改革ガイドライン」を示した平成19年度においては、経常損益が2,003億円の赤字が生じ、全公立病院の７

割以上が赤字となるなど極めて厳しい経営状況。その後、経営改革の取組等により、平成22年度から24年度まで経常

損益は黒字になるとともに、全公立病院のうち半数以上が黒字化。

○ しかし、平成25年度に再び経常損益が赤字となって以降赤字が続いている。平成27年の「新公立病院改革ガイドライ

ン」に基づき、全ての公立病院は新改革プランを策定したが、全病院のうち約６割が依然として赤字。

○ 平成30年度決算については、料金収入等医業収益は増加しているものの、職員給与費等医業費用も同程度に増加。

医業収支比率、他会計繰入金割合は横ばいであるが、多額に上る累積欠損金など、引き続き厳しい経営状況が続い

ている。

公立病院の経営状況（平成30年度決算）
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（注１） （ ）内は事業数である。
（注２） 総事業数及び総病院数には、建設中のものを含んでいない。
（注３） 公営企業型地方独立行政法人病院を含む。
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公立病院損益収支の状況（出典：地方公営企業決算統計）
参考
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都
道
府
県

○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。
※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療

需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、
「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能

を自主的
に選択

厚生労働省資料
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急性期
40.1万床（34％）

3.3割減

回復期
37.5万床（31％）

28.8割増

高度急性期
13.1万床（11％）

2.2割減

慢性期
28.4万床（24％）

2割減

90.7
万床

89.6
万床

【地域医療構想における
2025年の病床の必要量】

合計 119.1万床
※1

急性期
55.5万床（46％）

高度急性期
16.5万床（14%）

５
慢性期

30.6万床（25％）

回復期
19.2万床（16%）

急性期
59.6万床（48％）

高度急性期
16.9万床（14%）

慢性期
35.5万床（28％）

回復期
13.0万床（10%）

【2015年度病床機能報告】

合計 121.8万床

91.2
万床

0.5万床増

1.4万床減

2.1万床増

4.0万床減

約2.8万床減

【2018年度病床機能報告（2019年5月時点暫定値）】

1.33

急性期
56.9万床（46％）

高度急性期
16.0万床（13％）

慢性期
34.6万床（28％）

回復期
17.1万床（14%）

合計 124.6万床

89.9
万床

※2

※2

※2

※2

病床機能ごとの病床数の推移

○ 2025年見込の病床数※１は121.8万床となっており、2015年に比べ、3.3万床減少する見込みだが、地域医療構想
における2025年の病床の必要量と比べ未だ2.7万床開きがある。（同期間に、高度急性期+急性期は4.6万床減少、
慢性期は4.9万床減少の見込み）

○ 2025年見込の高度急性期及び急性期の病床数※１の合計は72万床であり、地域医療構想における2025年の病床の必
要量と比べ18.8万床開きがある。一方で回復期については18.3万床不足しており、「急性期」からの転換を進める
必要がある。

合計 125.1万床
2025年見込2018年

76.6
万床

0.9万床減

2.7万床減

4.1万床増

0.9万床減

72.9
万床 72

万床

53.2
万床

2015年

参考
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第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２． 経済・財政一体改革の推進等
（２） 主要分野ごとの改革の取組

① 社会保障

（基本的な考え方）
また、国と地方が方向性を共有し、適切な役割分担の下で地域の実情を踏まえつつ具体的な取組を進める。

（医療・介護制度改革）
（ⅱ） 医療提供体制の効率化

地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データ
の分析を行い、具体的対応方針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成
すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったものとなるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や
集中的な支援を行うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として2019年度中（※）に対応方針の見直しを
求める。

民間医療機関についても、2025年における地域医療構想の実現に沿ったものとなるよう対応方針の策定を改めて
求めるとともに、地域医療構想調整会議における議論を促す。こうした取組によっても病床の機能分化・連携が進ま
ない場合には、2020年度に実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り方について検討し、できる限り早期に
所要の措置を講ずる。
（※） 医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも2020年秋頃まで。

③ 地方行財政改革

（公営企業・第三セクター等の経営抜本改革）
また、公立病院について、2020年度までの集中的な改革の推進に当たり再編・ネットワーク化等に引き続き取り組

むとともに、経営改革の進捗状況を定量的に把握し、必要な取組を検討する。

経済財政運営と改革の基本方針2019(令和元年６月21日閣議決定)（抜粋）
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地域医療構想の取組の推進について（通知）
（令和元年9月27日 都道府県知事宛 総務省自治財政局長通知）

平素より、地域医療の確保にご尽力いただき感謝申し上げます。

さて、昨日開催された「第24回地域医療構想に関するワーキンググループ」において、厚生労働省より、

・具体的対応方針の再検証の要請に係る診療実績の分析方法等

・具体的対応方針に係る再検証の要請等、診療実績データ分析等の活用

について説明がなされた上で、個別の公立・公的医療機関等に係るデータの分析に基づいて再検証要請をする医療機関の

考え方、今後の進め方について、了承がなされたところです。

これは、「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）において、「地域医療構想の実現に向け、

全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分析を行い、具体的対応方針の内容が、民間

医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったものと

なるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則

として2019年度中に対応方針の見直しを求める。」とされたことを受け、厚生労働省において検討が重ねられてきたものです。

今回の分析は、全国一律の基準により行われたものであり、その結果が、公立・公的医療機関等の将来に向けた方向性を

機械的に決定するものではなく、また、今回の分析方法だけでは判断しえない地域の実情に関する知見を補いながら議論を

尽くし、合意を得ることが重要であるとされているものです。

公立病院を取り巻く経営状況は厳しく、再編・ネットワーク化等経営改革を進めることが必要です。あわせて、医師の

地域偏在・診療科偏在の解消や医療従事者の働き方改革も急務となっています。

今後、再検証等を行うにあたっては、地域の実情を十分に踏まえた議論が行われることが重要であり、国と地方が共通の

認識を持って地域医療構想等の取組を進めることが必要です。このため、今般、国と地方が地域医療構想や医師の地域偏在

対策等に関して議論し、地域の実情を踏まえた取組となるよう、地方三団体と厚生労働省及び総務省による協議の場を立ち

上げる予定です。

少子高齢化が進展する中、地域医療構想の実現は必要なことであり、地方団体の皆様におかれては、この協議の場に

おける議論等も踏まえ、必要な取組を進めていただくようお願いいたします。

各都道府県におかれては、貴都道府県域内の市区町村に対し、本通知の周知をお願いいたします。

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものであることを申し添えます。 6



地域医療確保に関する国と地方の協議の場について

2025年の地域医療構想の実現に向け、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革も含め三位一体で推進し、

持続可能な地域医療提供体制の確保に向けて、総合的な医療提供体制改革を実施する必要がある。そのため

には、国と地方が共通の認識をもって取組を進めることが重要であることから、地域医療確保に関する事項

について協議を行うため、「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」（以下「協議の場」という。）を

開催する。

全国知事会 平井鳥取県知事（社会保障常任委員長）

全国市長会 立谷相馬市長（全国市長会会長）

全国町村会 椎木山口県周防大島町長（全国町村会副会長）

厚生労働省 橋本副大臣

吉田医政局長

総 務 省 長谷川副大臣

内藤自治財政局長

① 地域医療構想

② 医師の地域偏在対策

③ 医師の働き方改革

10月４日 第１回 協議の場 議題：地域医療構想等について

11月12日 第２回 協議の場 議題：地域医療構想に関する地方との意見交換について、
民間病院データについて、医師偏在対策について、
厚生労働省及び総務省の財政支援策及び概算要求の内容について

12月24日 第３回 協議の場 議題：地域医療確保に係る令和２年度予算及び地方財政措置について、
地方に対する再検証要請について、民間病院データの提供方法について

１．開催趣旨

２．構 成 ３．協議事項

４．開催実績（令和元年）
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① 地方公共団体に対する新公立病院改革プラン策定の要請

ⅰ） 策 定 時 期 平成27年度又は平成28年度（地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、できる限り早期に策定）

ⅱ） プランの期間 策定年度～令和2年度を標準

ⅲ） プランの内容 以下の４項目を内容とする

・ 将来の機能別の医療需要・必要病床数が示される地域
医療構想と整合性のとれた形での当該公立病院の具体的
な将来像を明確化

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割を
明確化 等

・ 病院間で機能の重複・競合が見られる病院、病床利用率
が低水準の病院等、再編・ネットワーク化を引き続き推進
（公的・民間病院との再編等を含む） 等

② 都道府県の役割の強化
・ 都道府県は、医療介護総合確保推進法に基づき、地域医療提供体制の確保について、これまで以上の責任を

有することから、地域医療構想の実現に向けた取組とも連携しつつ、再編・ネットワーク化等に積極的に参画

・ 管内の公立病院施設の新設・建替等に当たっての都道府県のチェック機能を強化

※ プラン策定後、医療介護総合確保推進法に基づく協議の場の合意事項と齟齬が生じた場合は、速やかにプランを修正

主な項目

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

・ 公立病院が担う役割を確保しつつ、黒字化を目指して、
経常収支比率等の数値目標を設定し、経営を効率化

・ 医師等の人材確保・育成、経営人材の登用等に留意しつつ、
経費削減・収入増加等の具体的な取組を明記 等

再編・ネットワーク化

・ 民間的経営手法導入等の観点から、地方独立行政法人化、
指定管理者制度導入、地方公営企業法の全部適用、民間譲渡等
経営形態の見直しを引き続き推進 等

経営形態の見直し

新 経営の効率化

公立病院改革の目指すもの

○ 公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制を確保

○ その中で、公立病院が安定的に不採算医療や高度・先進医療などの重要な役割を担っていくことができるようにする

新公立病院改革ガイドライン（平成27年3月31日付け総務省自治財政局長通知）
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② 相互の医療機能の再編
○機能分担による病床規模又は診療科目の見直しを

伴うことが必要。
○経営主体が統合されていること。

再編に係る経費のみが対象

対象経費の例： 遠隔医療機器、情報システムの統合整備費、高度医療施設、高度医
療機器など

※ただし、経営主体の統合を伴わない場合でも、以下に掲げる全ての
取組が行われていれば再編に係る経費を対象とする。

・機能分担による病床規模又は診療科目の見直し
・共同購入等による医薬品、診療材料等の効率的調達
・医師の相互派遣による協力体制の構築
・医療情報の共有等による医療提供の連携体制の構築

新公立病院改革プランに基づき行われる公立病院等の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備につい
て、病院事業債（特別分）を措置（令和２年度までの措置）。

病院事業債の特別分の対象：元利償還金の40％を普通交付税措置〈特別分〉

① 複数病院の統合
○関係する複数病院が、統合により１以上減と

なることが原則。
○経営主体も統合されていること。

原則として整備費全額が対象

病院事業債（100％）

40%
元利償還金に応じて算入

病院事業債（100％）

25%
元利償還金に応じて算入

（参考）通常の整備に対する病院事業債のスキーム

再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備に係る地方財政措置
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令和２年度 公立病院の財政措置の見直し

１．不採算地区の中核的な公立病院に対する特別交付税措置の創設

① 対象要件
不採算地区※に所在する100床以上500床未満の許可病床を有する公立病院

であって、次のⅰ）及びⅱ）を満たすこと
※ 当該病院から最寄りの一般病院までの移動距離が15km以上となる位置に所在していること
又は直近の国勢調査に基づく当該病院の半径5km以内の人口が10万人未満であること

ⅰ） 都道府県の医療計画において、二次救急医療機関又は三次救急医療
機関として位置づけられていること

ⅱ） へき地拠点病院又は災害拠点病院の指定を受けていること

② 地方財政措置
要件に該当する中核的病院の機能を維持するために特に必要な経費（医師

確保に要する経費、災害拠点等としての機能維持に要する経費等）に係る繰
出しに対し、特別交付税措置を講ずる。（措置額については、中核的な公立
病院の経営状況等を踏まえ、今後検討）

地域医療構想の更なる推進に向け、令和２年度に「新公立病院改革ガイドライ
ン」を改定し、令和３年度以降の更なる公立病院の改革のプランの策定を要請す
ることとしており、不採算地区の中核的な公立病院に対する地方財政措置につい
ては、この更なる改革プランの策定を要件とする。（現行の不採算地区の公立病
院に対する地方財政措置についても同様）

２．周産期医療・小児医療等に対する特別交付税措置の拡充

周産期医療、小児医療、小児救急及び救命救急センターに対する特別交付税措置を概ね２割程度拡充するとともに、不採算地区の病院（100床未満）に
ついて経営状況等を踏まえ特に病床数が少ない病院を中心に特別交付税措置を拡充する。

※ 上記１．２．のほか、公的病院等に対しても上記の措置に準じた措置を講ずる。

○ 地域医療構想の更なる推進に向け、過疎地等で経営条件の厳しい地域において、二次救急や災害時等の拠点となる中核的な公立病院に対し、
その機能を維持するための繰出しに対して、地方財政措置を講ずる。また、周産期医療・小児医療など、特に公立病院が役割を果たすことが期待
される分野について、地方財政措置を拡充する。

○ 併せて、普通交付税の病床数に応じた措置については、必ずしも経費が病床数に比例しない実態等を踏まえ、当該普通交付税による措置を見直
すとともに、これまで特別交付税により措置していた基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費及び共済追加費用の負担に要する経費を措置
することとする。この結果、病床当たりの単価は減少する見込みである。

特別交付税措置見直しの内容

※ 算定にあたっては、病院に対する特別交付税措置に係る基準額の合計と、それに係る
一般会計繰出の実額（合計）に0.8を乗じた額とを比較して、いずれか低い額を措置

500床

不採算地区中核病院及び100床未満の不採算地区病院の措置（基準額）イメージ

20床

措置額

病
床
数100

床

150床

10



１．広域化・共同化の推進

地財措置の拡充も踏まえ、下記の事項に取り組むこと。

 管渠を接続し、汚水処理場を統合する方策が最も財政効
果が高い。市町村内の事業の接続も含め、検討すること。

 市町村間の接続の場合、接続先市町村においても処理
場の余剰能力を活用して施設の維持に必要な収入確保策
として、検討すること。

 市町村間の統合は、調整に難航するケースが多い。「汚
水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定に
ついて」（平成30年１月17日総務省自治財政局準公営企
業室長等通知）も踏まえ、都道府県が調整に取り組むこと。

２．最適化

 人口推計や将来の需要予測等も十分踏まえ、下水道、
集落排水、浄化槽等の汚水処理方式から、地域の実情に
応じた効率的な整備手法の選択を検討すること。

３．ＩＣＴの利活用

 職員（特に技術職員）が減少する中、事業の安定的な継
続のためには、ICTを活用した維持管理の効率化が必要。
ICTを活用した処理場の遠隔監視など、広域化・共同化の
取組としても検討すること。

今後、人口減少等に伴う使用料収入の減少、施設の老朽化等に伴う更新需要の増大など、下水道事業を取り巻く経営環境が厳
しさを増すことが予想される中、下水道事業の持続的な経営の確保のために、 ｢下水道財政のあり方に関する研究会」中間報告書
を踏まえ、下記事項について積極的に取り組まれたい。

４．民間活用

 包括委託、PFI、コンセッション等について、地域の実情を
踏まえ導入を検討すること。
※地財措置は直営とPFI方式で同等の措置を実施。

 事業、地方団体を越えた事務委託の共同発注を検討す
ること。

５．適切なストックマネジメントに基づく老朽化対策

 今後、大量更新期には膨大な事業費が集中し、財政運
営上も影響が大きくなると懸念されている。経営戦略やス
トックマネジメント計画の策定を通じて、計画的に点検・調
査及び修繕・改築を行うなど、適切にストックマネジメントに
取り組むことにより、施設の長寿命化や事業量の平準化に
努めること。

６．公営企業会計の適用等

 公営企業会計の適用が、広域化の検討の大前提となる
ケースが多く、早急に着手すること。

下水道事業の持続的な経営の確保のための方針（平成31年１月25日付け公営企業３課室事務連絡）

今後の具体的な取組方策
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○ 下水道事業においては、施設等の老朽化に伴う大量更新期の到来、人口減少に伴う使用料の

減少、職員数の減少による執行体制の脆弱化等のより汚水処理施設に係る事業運営の厳しさが
増しており、効率的な事業運営が一層求められているところ。

政府として、全ての都道府県における広域化・共同化に関する計画策定等を目標に設定
（「経済・財政再生計画改革工程表2017改訂版」（平成29年12月）等）

（主な内容）
○ 都道府県は、市町村等とともに、令和4年度までに「広域化・共同化計画」を策定する。
○ 平成30年度中の可能な限り早期に、「広域化・共同化計画」の検討体制を全ての市町村等参加のもと構築し、

計画策定に着手する。
○ 「広域化・共同化計画」は、都道府県構想を構成する計画の一部と位置付けられる。
○ 「広域化・共同化計画」には、広域化に取り組む団体名、取組内容、対象施設名、スケジュール等を記載する。

※「汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定について」 （平成30年１月17日総務省・農水省・国交省・環境省４省課室長連名通知）

広域化・共同化計画の策定要請（平成30年１月17日関係４省連名通知※）

広域化・共同化計画の策定要請
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下水道事業の広域化・共同化に係る地方財政措置の拡充（R元～）

１．広域化・共同化に係る事業に対する地方財政措置
① 対象事業

○ 終末処理場等の整備（現行措置）に加え、
既存施設の統合に必要となる管渠等を対象に追加

※ 統合先市町村の広域化関連事業を含む。

○ 複数市町村の広域化（現行措置）に加え、
市町村内の広域化も対象に追加

② 財政措置
○ 地方負担額の100%に下水道事業債を充当し、

処理区域内人口密度に応じ、元利償還金の28～56%
を普通交付税措置
※ イメージは右表及び図参照

③ 激変緩和措置
○ 下水道事業が事業統合を行う場合、高資本費対策の激変緩和措置（据置５年＋激変緩和５年）を講じる。

２．都道府県の「広域化・共同化計画」の策定等の広域化・共同化の推進に要する経費について普通交付税措置
（～令和４年度）

＜財政措置のスキーム＞

処理区域内人口密度（人/ha） 通常分 広域化分

25未満 44％ 56％

25以上50未満 37％ 49％

50以上75未満 30％ 42％

75以上100未満 23％ 35％

100以上 16％ 28％

交付税措置率（事業費補正分）

※ 通常分については、上記のほかに単位費用措置あり
※ 広域化分については、一般会計の負担を増額（３～７割→４～８割）し、

その70%を交付税措置
※ 集落排水については、25未満と同等の措置

趣旨

財政措置の概要

人口減少や施設の老朽化等に伴い、下水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、持続的な経営を確保す
る観点から、広域化・共同化の推進を図るため、地方財政措置を講ずる。

《処理区域内人口密度25人/ha未満の例》

70%→80%

広域化・共同化に要する経費

うち70%を普通交付税措置

一般会計負担

13



下水道事業における広域化等

流域下水道への接続、公共下
水道と集落排水施設の接続及
び処理区の統廃合などを行う。

集中監視・管理、運転管理の共同
委託、使用料徴収・機材購入・水質
検査等の共同処理などを行う。

公共下水道、集落排水、浄化槽
等の各種汚水処理施設の中から、
最適な施設を選択して整備する。

１．汚水処理施設の統廃合 ３．維持管理・事務の共同化 ４．最適化

秋田県の例 大阪府堺市の例 静岡県浜松市の例間期令和2年度から実施予定 平成16年度から実施 平成28年度実施

概
要

○県がリーダーシップをとり、県と県内市町村からなる連絡協議会を通
じて、市町村と課題等を共有・連携することよって、「汚水処理施設の
統廃合」と「汚泥処理の共同化」を実施

○新庄市の処理場を中核とし、新庄市と周辺６
町村の処理場を集中管理

○浄化槽の整備促進を含め、地域
に適した整備手法の選定等を実施

背
景

○人口減少下における下水道事業運営の効率化を図るため、広域化・共同
化に取り組む

○先行して建設された新庄市の処理場を
中核とした圏域一体での整備について、
周辺市町村からの要望をきっかけに検討

○都道府県構想の見直しを通じて
検討

取
組
内
容

○流域下水道に接続し、単独公
共下水道の処理場を廃止

○県及び関係市町村等の施設
から発生する汚泥を流域下
水道の処理場に新設する施
設で共同・集約処理し、資源
化を実施

○新庄市の処理場を中核施設として、
管内の処理場をICTを活用して遠方か
ら集中管理・監視（処理場の無人化や監視設備等の一体整備等）

○定期巡回による保守点検や水質試
験を一括実施

○未整備地区においては、個別処理の
割合を高めるとともに、浄化槽区域
の普及率について指標設定

○既整備地区においては、水洗化率
を指標として定め、経営安定化を図る

効
果

○維持管理費・改築更新投資

を削減（50年間の試算）

・維持管理費 約70億円減

・改築更新投資 約50億円減

○維持管理費・改築更新投資を削減（20
年間の試算）

・維持管理費6億円減

・改築更新投資（既存施設を更新しない）

約34億円減

○維持管理費を削減
・年間約3,000万円減

○浄化槽（個別処理方式）に転換
（個別処理人口割合18.5％→22.3％）

○処理区の統廃合数が増加

（処理区19箇所減）

下水道事業の広域化等については、以下の４類型が主な類型

複数の団体の汚泥を集約し
て処理を行う。

２．汚泥処理の共同化

秋田県の例 山形県新庄市の例 佐賀県の例
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R1.11.6財政制度等審議会
財政制度分科会資料
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R1.11.6財政制度等審議会
財政制度分科会資料
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○ 上記のように経営環境が厳しい中、各企業における経営努力を推進する方策及び、それを前提とした下水道事業の持続的な経営を確保していくための
対応策について検討。

○ その中で、高資本費対策等の下水道事業にかかる財政措置のあり方についても検討中。

○ また、各事業における使用料の適正化を促進する方策についても併せて検討中。

＜中間報告書（H30.12）＞

○ 支出面の課題への対応策について方向性を提示。
・広域化・共同化の推進：汚水処理施設の統廃合が財政効率が高く、積極的な検討が必要。市町村間の調整等に都道府県の役割が重要。
・その他（最適化、ＩＣＴの利活用、民間活用、公営企業会計の適用、適切なストックマネジメントに基づく老朽化対策）

＜スケジュール＞

〇 平成３０年２月から計５回開催し、12月に中間報告書を公表。その後、第６回～第８回を開催。

〇 公共下水道・集落排水・浄化槽等の普及率は91.4%（H30）。未普及地域が残る一方、
新規整備から維持・更新の段階に入る地域もあり、地域の状況に応じた対策が必要。
（最高は99.8%（東京都）、最低は61.8%（徳島県)（H30））

○ 料金収入は、人口減少、節水動向等により今後、減少が見込まれる中、
更新投資が増加傾向（3,138億円（H20）→5,480億円（H30）)。
また、特に小規模事業において多数保有する処理場の多くが更新期に直面する一方、
人口減少等で処理場の余力が増加傾向。

○ 職員数が減少(33,467人（H20）→27,329人（H30))しており、市町村における技術職員の
確保も困難であるなど、今後の維持管理にも課題。

○ 現在の経営状況は処理区域内人口密度等により、大きな差が生じており、
特に小規模下水道事業は供用開始後年数が経過しても経費回収率が低い状況。

○ 使用料水準は上昇傾向（2,863円（H20)→3,054円(H30))であるが、
なお汚水処理に必要な経費が回収できていない事業が特に小規模事業において多く存在。
汚水処理に必要な経費の回収及び将来の更新のために、
更なる使用料の適正化を求めていくことが必要。

○ 下水道事業にかかる財政措置の嵩上げの根拠となる公害財特法の期限（R3.3）が接近。

経費回収率（％）（H30年度）

供用開始年数と経費回収率（小規模下水道事業）

「下水道財政のあり方に関する研究会」

下水道事業の現状と課題

今後の下水道事業における検討課題（下水道財政のあり方に関する研究会）
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観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスク限定について

１ 観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。）を新たに行う場合の留意事項

(1) 地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。
(2) 事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。
(3) 法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。
(4) 法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、

公益性を勘案した上で必要最小限の範囲にとどめること。

２ １を踏まえた上でなお地方公共団体が観光施設事業及び宅地造成事業を新たに公営企業により実施する場合及び法人格
を別にして事業を実施する場合の公的支援に係る地方債の発行について、原則として、当該団体の財政状況も勘案し、一定の
基準未満の規模の事業に限り地方債の発行について同意又は許可を行う（②参照）。

３ 既存の観光施設事業及び宅地造成事業並びにこれら以外の事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する
観点から、適切に対処する必要があること。

①基本的な考え方

・ 公営企業の中で、観光施設事業及び宅地造成事業は、必ずしも住民生活に必要なサービスを提供するものではなく、ま
た、社会経済情勢の変化等による事業リスクが相対的に高い事業。

・ 事業の採算性が著しく悪化した場合、累積した赤字を公費（税金）で処理することになり、住民生活に必要不可欠な公共
サービスの縮小や住民負担の増大につながる恐れがあるため、財政負担リスクの限定を図る取組が必要。

②地方債の取扱い（平成24年度～）

原則として、新規事業（新たに企業会計を設置し事業を開始する場合、大規模改築を行う場合等経営実態が大きく異なる場
合を含む。）については、当該事業に係る起債予定額の総額が一定の基準未満（※）である事業を同意等の対象とする。

＜背景・趣旨＞

＜内容＞ （平成２３年１２月２８日付け総務副大臣通知等の概要）

（※）次の算式によって算定した値が25％未満であること
A
B

＋ 当該団体の実質公債費比率

A 当該事業に係る起債予定額の総額（償還時の特定財源を除く。）
B 当該年度の前年度の標準財政規模の額から算入公債費等の額を控除した額

公的支援（出資・貸付け・補助）の場合
は、記号Aに損失補償契約に係る債務

を加える。 18



宅地造成事業の概要と経営健全化に向けた取組

２．宅地造成事業の経営健全化に向けた取組

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（H21年4月～）

→経営悪化を早期に是正する制度を創設
・地方公営企業においては、土地の時価評価相当額を加味した「資金不足比率」を算定して公表
（例：土地の時価評価相当額が帳簿価額より下がっていればその差額を赤字要素として算定）

・この比率が20％以上の事業には、経営健全化計画の策定義務を課す 等
＜宅地造成事業における経営健全化計画の策定事業＞ 6事業（H21） → 2事業（H30)

「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（抄） ［H26年８月総務省公営企業課長等通知］ （H21年７月より以下の留意事項を通知)

第三 公営企業の経営に係る事業別留意事項
九 地域開発事業
・既に着手した事業については、社会経済情勢の変化等に対応して適時適切な計画の見直し等を行う必要があり、状況に応じて造成地の
利用計画、処分方法等の抜本的な見直しを行うなど適切な措置を講じる必要があること。

・販売を目的として所有する土地を売却した場合に見込まれる収入の額については、地方公共団体財政健全化法に基づく評価額を踏まえ
適切な価額を見込むとともに、将来の金利負担等についても、客観的データに基づいて適切に見積もる必要があること。併せて状況の変
化に対応して適時適切に計画の見直しを図っていくことにより、その精度を確保していく必要があること。

・売却に至るまでの間に、賃貸方式により造成地等を活用する場合には、賃料収入やそれに伴う支出を適切に見込むとともに、事業の採算
性が確保されるよう適切な処分計画を常に策定しておく必要があること。

経営戦略の策定（H26年8月～）

・中長期的な経営の基本計画である経営戦略について、R2年度までに全ての宅地造成事業に策定を要請（H31.3.31現在、22事業、8.3％が策定済）

【現状（H30決算）】
○事業数 431事業（※１） ○決算規模（全事業計） 6,595億円
○収支（※２） ［黒字］226事業 ［赤字］205事業
※１ 決算分析のための地方財政状況調査で用いる事業単位の全国計であるが、特別会計単位の全国計は422である。

※２ 一般会計等繰出金を除いた収支。公営企業会計の適用事業は経常損益、非適用事業は実質収支における黒字・赤字。

○一般会計等繰出金（10年間の累計） 1兆2,293億円（H21～H30）（H21～30年度の間に廃止した事業分を含む）

【抜本的改革（H21～30年度）】 ○事業廃止 136事業 ○民営化 3事業

【健全化の状況（決算）】
＜土地の時価評価相当額が地方債残高を下回る場合の差額の全国計＞ 57自治体、5,600億円（H21）→ 55自治体、2,081億円（H30）
＜一般会計等繰出金の総額＞ 278自治体、1,470億円（H21）→  216自治体、 854億円（H30）

１．事業概要
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